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はじめに
ドナルド・トランプ政権の 1期目後半にあたる 2019～ 20年にかけての外交は、失望と
忍耐、衝撃と困惑が錯綜し、前半に続いて波乱に富んだ展開となった。北朝鮮の非核化問
題は、2018年に史上初の米朝首脳会談によって華々しいスタートを飾ったものの、その後
の実質的進展はないに等しい。トランプ大統領は 2019年前半に直接対話を二度も重ねたが、
北朝鮮の抵抗に阻まれたまま越年し、失望と停滞の外交を強いられた。
中国との制裁関税のぶつけあいによる貿易戦争は、2020年 1月に至って「第 1段階」と
呼ばれる合意文書の署名が行われた。だが、関税合戦に一定の歯止めがかけられただけで、
中国に強く求めた構造改革問題の解決には踏み込めなかった。人権や安全保障などの分野
では数多くの対立が残され、「新冷戦」と呼ばれる両国の対立はさらに深まった。その直後
には中国・武漢市で発生した新型コロナウイルスの感染が急速に 6大陸へと拡がり、中国
発の同時株安が世界経済を揺るがす事態に発展したほか、感染源をめぐる対立も先鋭化し
た。
中東では、イランとの危険な対立がエスカレートし、パレスチナ問題では極端にイスラ
エル寄りの和平構想を進めようとしたために、いずれも世界に衝撃と困惑を広げた。政権
当初からの欧州同盟・パートナー諸国との不協和音は依然収まらず、ロシアとの戦略的関
係も険悪化をたどった。
トランプ外交の数少ない成果となる可能性があるのは 2020年 2月、アフガニスタンの旧
支配勢力「タリバン」との和平合意調印にこぎつけ、18年に及ぶアフガン戦争の終結に向
けて踏み出したことである。だが、永続的解決のかなめとなるアフガン政府とタリバンと
の和解協議は難航が必至である。トランプ氏の大統領再選を意識した「公約達成のための
合意にすぎない」との見方も多く、情勢をむしろ泥沼化させる危険もはらんでいるとも指
摘された 1。
トランプ大統領は 1期目前半に「道義的現実主義（principled realism）」を指針とする外
交・安全保障政策 2を打ち出し、国際秩序の維持や一定の国際協調を意識した共和党主流
派型の路線に接近した。その支柱となった「米国の国家安全保障戦略 2017年版」（NSS2017）
と「2018年版国家防衛戦略」（NDS2018）において、中国、ロシアの両大国を「国際秩序
の改変をめざす現状変更勢力であり、長期にわたる戦略的競争相手」と位置づけ、イラン、
北朝鮮を「ならず者国家」として、いずれも同盟・パートナー諸国と連携して対抗する戦
略を基盤に据えた。孤立主義的な道と一線を画し、協調と秩序維持へ回帰したことは重要
な進化であった。だが、実績面では大統領の気まぐれと予測不能な言動に振り回されがち
で、世界の期待とは程遠い情勢が続いた。

1．北朝鮮の非核化とボルトン氏解任
トランプ大統領は、オバマ前政権の「戦略的忍耐」政策を破棄し、経済制裁の強化と軍
事的威嚇を交えた「最大限の圧力」政策に転じた。圧倒的な軍事力による先制攻撃オプショ
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ンを含む強硬対応をちらつかせつつ、北朝鮮の金正恩朝鮮労働党委員長との個人的関係を
築いて説得し、非核化に応じるならば体制の保証や経済支援を行うという戦略である。金
正恩政権はこれを受けて核・長距離弾道ミサイル実験の中止を表明し、初の首脳会談では、
体制の「安全の保証」や「朝鮮半島の非核化」を含む共同声明が採択された。

2019年 2月の 2回目の首脳会談（ハノイ）で、米側は①核開発計画の完全な申告と査察、
②保有する核兵器の米国移送、③全ての核開発計画の中止、④全ての核関連施設の廃棄、
⑤核開発に携わる科学者・技術者の配転――を求めた。これらの「非核化 5項目」を履行
すれば、見返りに①朝鮮戦争の終戦宣言、②連絡事務所の相互設置、③経済支援――など
を北朝鮮に約束する手筈だった 3。ところが、金正恩氏は「一方的な非核化は呑めない」と
鋭く反発し、寧辺の核施設を廃棄する代わりに経済制裁の事実上の全面解除を要求したた
め、会談は物別れとなった。
トランプ大統領は 4カ月後の 6月、20カ国・地域（G20）首脳会議（大阪）の帰路に立ち寄っ
た南北軍事境界線上の板門店で金正恩氏と再会し、「非核化をめぐる実務者協議の再開で合
意した」と発表した 4（米朝両政府は正式な首脳会談ではなく、単に面会としている）。
この間に政権内では、実務者協議で北朝鮮の歩み寄りを引き出すために、①寧辺に加えて、
米国が把握する秘密の核施設なども廃棄する（寧辺プラスα）、②核・ミサイルを現状で凍
結する、③経済制裁は非核化まで解除しない代わりに、人道支援や南北の限定的な経済交
流を拡大する、④連絡事務所の相互設置――などの譲歩案を練った 5。
だが、この案では当初掲げた ｢完全（Complete）かつ検証可能（Verifi able）で、不可逆
的（Irreversible）な非核化（Denuclearization）＝ CVID｣ に結びつかない。何よりも、核保
有の現状凍結を受け入れることは、北朝鮮が事実上の「核保有国」であることを公認し、
米国が主導してきた核不拡散体制の重大な例外を認めることになりかねなかった。大統領
の意向を忖度して案をまとめようとするポンペオ国務長官に対し、「完全な非核化」にこだ
わるジョン・ボルトン大統領国家安全保障担当補佐官が強く反対したために、外交・安保
チームに亀裂が生じた。ボルトン氏は板門店にも同行せず、9月に至って大統領から解任
された（ボルトン氏は「自ら辞任した」と語っている）。
トランプ政権で 3人目の国家安全保障担当補佐官となったボルトン氏は、対北朝鮮、イ
ランの強硬派で知られ、ブッシュ Jr政権で国務副長官などを歴任し、道義的現実主義の忠
実な担い手といえる存在だった。いわゆる「リビア方式」による完全な非核化を主張し、
2019年に北朝鮮が短距離ミサイル発射を繰り返した際にも、「大きな問題ではない」と容
認したトランプ氏に盾突いて、「国連安保理決議違反である」と明言してはばからなかった。
このほか、イランの挑発行動への対抗策やアフガン和平交渉についても大統領と対立した
ことが解任につながったという 6。後任のロバート・オブライエン（Robert C. O'Brien）補
佐官は、国連外交に携わった以外に目立った経歴はなく、「目立たない補佐官」とされてい
る 7。外交・安保政策のかなめとなる重要ポストが 3年足らずの間に 4人も目まぐるしく
差し替えられたことはいかにも一貫性と安定感を欠く人事であった。
こうした政権内の暗闘が北朝鮮側を力づけたことは想像に難くない。約 1カ月後の同 10
月、ストックホルムで実務者協議が 7カ月ぶりに再開されたが、北朝鮮代表は初日夜の協
議後、「米側は手ぶらで現れた。協議は決裂した」と一方的に発表し、協議は 1日で終わった。
以後も再開のめどは立っていない。北朝鮮がこうした挙に出たのは、再選に向けて功を急
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ぐトランプ氏の足元を見た揺さぶりとの見方が多い。「非核化まで制裁を解除しない」との
一線はとりあえず堅持されているものの、トランプ氏は大統領選が終わるまで首脳会談を
望まない意向（CNN報道）とされ、2020年 2月に行った一般教書演説でも北朝鮮に全く
触れなかった。

2．米中「新冷戦」の深まりと拡大
道義的現実主義の下で戦略的に最も大きな政策転換が行われたのは米中関係である。

2018年 10月、マイク・ペンス副大統領が行った「政府の対中国政策」と題する演説 8を機に、
両国関係は「新冷戦」9と呼ばれるようになった。この 1年後の 2019年 10月、ペンス氏は
再び対中政策演説に臨み、対立の緩和に向かうどころか、むしろ新冷戦がさらに拡大・深
化しつつあるとの厳しい認識をあらためて強調した 10。
ペンス氏は南シナ海、台湾、尖閣諸島などの具体例を挙げて「この 1年で隣国への中国
の行動はさらに挑発的になった」と語り、香港の逃亡犯条例改正に反対する抗議運動の抑
圧や、新疆ウイグル自治区の人権弾圧について「中国共産党は世界に類のない監視国家を
建設している」、「少数民族の宗教的・文化的アイデンティティーを根絶しようとしている」
などと非難した。中国が軍事利用を念頭に、広域経済圏構想「一帯一路」を使って「世界
中の港に足場を築いている」と指摘し、中国通信機器大手の「華為技術（ファーウェイ）」
などによる不法行為にも言及した。米国は「対中関係の根本的な再構築」を進めており、「も
はや経済的関与だけで中国共産党の権威主義体制を自由で開かれた社会に転換できるとは
期待していない」と述べた。「中国の発展の封じ込めは目指していない」、「指導部と建設的
関係を望みたい」とも付け加えたが、全体の真意が包括的かつ具体的な中国批判にあるこ
とは隠しようがなかった。
副大統領というペンス氏の立ち位置は、政権と議会をつなぎ、国内の対中強硬派を代弁
する急先鋒にあたる。取引きを優先しがちな大統領とどこまで意思統一が図られているか
は明らかでないが、2年続きの対中演説は、新冷戦の対立が経済分野だけでなく、軍事・
安全保障、地政学的競争、自由・人権、次世代通信技術（5G）を含む技術覇権などあらゆ
る分野に及んでいることを余すところなく示したといってよい。
この時期のもう二つの特徴は、台湾の安全保障に集中した動きが米議会で活発化したこ
とと、米中の角逐の場が国際機関に拡大したことである。
台湾に関しては、2018年 3月に米台高官交流の推進を目的とした「台湾旅行法」が成立
していたが、同年 8月にも台湾関係法（1979年）に基づく武器売却や台湾旅行法に基づく
軍高官の往来など防衛協力強化をうたった「国防授権法 2019」が成立し、さらに 12月に
は台湾への関与や日米、インド、豪州 4カ国による安保対話の促進を明記した「アジア再
保証イニシアティヴ法」が成立した。2019年には、習近平・中国国家主席が台湾統一に「武
力使用の放棄は約束しない」（1月）などと演説したことに米下院が反発し、5月に台湾向
け武器売却の常態化、米台貿易協議の再開、台湾の国際機関加入支援を含む「台湾保証法案」
が全会一致で可決された。

2020年に入っても動きは衰えず、3月には中国の外交圧力に屈して台湾と断交する国々
の増加を防ぐための「台湾同盟国際保護強化イニシアチブ法案（TAIPEI法案）」が下院で
全会一致で可決された 11。同趣旨の法案が上院でも可決されており、成立すれば台湾と断
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交した国への経済支援を削減したり、台湾の国際機関加入を支援できるようになる。
第二の国際機関における角逐については、象徴的な事例が 2020年 3月に起きた。国
連専門機関の一つである「世界知的所有権機関」（WIPO：World Intellectual Property 
Organization）で行われた次期事務局長選挙で、米欧日が推薦したダレン・タン氏（シンガポー
ル知的財産権庁長官）が中国政府の推す王彬穎WIPO事務次長（中国出身）を破って当選
したのである 12。

WIPOは世界の特許や商標などの知的財産権の保護と公正な利用を図ることを目的とし
て設立された。下馬評では 2009年から事務次長を務める王氏の当選が確実とされていたの
に対し、政権の対中最強硬派で知られるピーター・ナバロ大統領補佐官（通商担当）が英
紙への寄稿で、「米国で摘発された偽造・模造品の 85％に中国が関与し、中国の偽造品は
アフリカ諸国の伝統産品も脅かしている」と指摘し、「4300万件もの世界の特許・商標関
連資料を取り扱うWIPOは宝の山であり、中国を代表する人物に管理を任せるのは重大な
過ちだ」と訴えた 13。米メディアには、「鶏小屋にキツネを放つよりもひどく、銀行強盗を
銀行の頭取に据えるようなものだ」と、強盗になぞらえた過激な論調も登場した 14。国際
社会が注視する中でのトランプ政権の勝利だった。
角逐はこれだけではない。計 15の国連専門機関のうちで中国出身者は 2013年以降、国
連食糧農業機関（FAO）、国際民間航空機関（ICAO）、国際電気通信連合（ITU）、国連工
業開発機関（UNIDO）の 4機関で事務方のトップを占め、7つの機関でナンバー 2を務め
る。中には「一帯一路」との連携を公然とアピールしたり、中国企業を擁護するなど中国
の利益を代弁する言動も目立つという 15。ナバロ氏によれば、同一国の出身者が同時期に
二つ以上の国連専門機関で事務方トップを務める例は現状で中国以外にない。2021年にか
けては、さらに国際労働機関（ILO）、国際農業開発基金（IFAD）、世界観光機関（WTO）、
国連教育科学文化機関（UNESCO）、国連工業開発機関（UNIDO）の 5機関で事務局長ポ
ストが改選される。ナバロ氏は、中国が途上国支援を通じて票固めを行い、自国または中
国の息のかかった国の人材を送り込むことによって「国連専門機関を支配する遠大な戦略
を進めている」と指摘している 16。
こうした角逐の伏線となったのは、2019年 6月に行われた FAOの次期事務局長選だった。
米国が推した候補は中国の農務官僚に圧倒的大差で惨敗を喫し、トランプ政権は国連組織
内に浸透する中国の影響力の大きさに衝撃を受けた。ポンペオ国務長官らはWIPO事務局
長選に向けて特命チームを編成するなど巻き返しに全力を傾け、欧州、日本などにも根回
しを重ねて雪辱に成功したという 17。
このように、対中国では、ホワイトハウス、国務、国防省に加えて、産業スパイやサイバー
攻撃などについては司法省が、貿易・経済は商務省、通商代表部が手分けしてあたり、「政
府を挙げた取り組み」が進められている。議会でも超党派で政府をバックアップする態勢
にある。米中関係において政府、議会が一体となって総力戦の様相を強めているのはかつ
てない事態で、まさに新冷戦が先鋭化しつつあるといってよい。
一方、新型コロナウイルス問題は、予期せぬ波紋も広げている。中国の工場閉鎖などに
よって米国製品のサプライチェーン（部品供給網）が寸断されたために、構造的な経済リ
スクとして、サプライチェーンの対中依存度に警戒と関心が高まっている。国際政治学者
ウォルター・ラッセル・ミードが米紙のコラム記事 18でこの問題を指摘したところ、中国
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当局の怒りを買い、北京常駐記者が退去させられる事件も起きた。サプライチェーン問題
は、米中経済の「ディカプリング」論にもつながり、ウイルス感染の収束後も長く尾を引
く可能性がある。

3．中東の冒険
トランプ政権がイランとの核合意（JCPOA）19から離脱し、制裁再開に踏み切って以降、
米・イラン関係は険悪化の一途をたどった。イランは世界の原油輸出ルートの要衝である
ホルムズ海峡の封鎖を示唆したために、2019年前半には外国タンカーが正体不明の勢力に
攻撃される事件 20やイラン革命防衛隊によるタンカー拿捕事件などが続発した。9月の国
連総会直前には、イランと敵対するサウジアラビアの石油施設が攻撃され、石油生産の約
半分（世界生産量の約 5％）が生産停止に陥る事件も起きた。
トランプ氏の対イラン戦略は、北朝鮮と同様に、威嚇と制裁による「最大の圧力」を通
して首脳対話に持ち込み、核開発問題に長距離ミサイルの開発や国外の武装勢力支援など
を加えて、新たな包括的交渉を開くことにあった。世界の首脳が集まった 9月の国連総会
一般討論では、マクロン仏大統領が両国の仲介を試みる一幕もあったが、イランのロウハ
ニ大統領は「制裁下で対話はできない」とし、トランプ氏との直接会談を拒否した。

2020年 1月、米軍がイラン革命防衛隊の精鋭「コッズ部隊」のソレイマニ司令官らを殺
害したことで緊張は頂点に達したが、イランによる報復攻撃は限定的なものにとどまり、
双方が抑制的対応を維持した。とはいえ、関係が安定化したわけではない。イラン政府は
「核合意の規制は有名無実化した」として、ウラン濃縮を徐々にエスカレートさせた。トラ
ンプ政権もイランが対話の前提とする制裁解除に応じる構えはない。2月に行われたイラ
ン国会選挙では、反米を掲げる保守強硬派が勢力を増し、ロウハニ大統領が首脳対話に応
じる道は一層狭くなった。
イラン問題の背景には、核・ミサイル開発や武装勢力支援などを通じて中東全域に勢力
の拡大を図るイランを「地域不安定化の元凶」と位置づける基本認識がある。歴代政権が
パレスチナ和平を中東安定化の最優先課題としてきたのに対し、トランプ大統領はイラン
問題を最優先課題とし、イランを「共通の敵」とするイスラエルとサウジアラビアと連携
して封じ込める戦略にシフトした。
一方、パレスチナ問題でトランプ大統領はエルサレムを「イスラエルの首都」と承認（2017
年 12月）し、米国大使館をエルサレムに移転（2018年 5月）するなど、極端にイスラエ
ル寄りの政策を進めてきた。2020年 1月には、パレスチナ和平に向けた「平和から繁栄へ」
と題する和平案 21を公表した。ジャレッド・クシュナー上級顧問がまとめた和平案は、形
の上ではイスラエル領と切り離して「パレスチナ国家」を建設するという「2国家併設構想」
に沿っているが、パレスチナ人にとって余りにも不利な点が多いとして、パレスチナ自治
政府は受け入れはもちろん、話し合いすら拒否している。欧州連合（EU）も「和平案は国
際的合意の基準から逸脱している」（ボレル外交安全保障上級代表）と突き放しており、国
際社会の賛同がすみやかに得られる見通しはない。

4．欧州――遠い信頼回復
トランプ大統領と欧州の同盟・パートナー諸国との関係は、就任早々から険悪だった。
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地球温暖化防止をめざすパリ協定やイラン核合意の離脱が「独善的行動」として欧州側の
怒りを買ったばかりでなく、北大西洋条約機構（NATO）首脳会議や先進国首脳会議（G7）
でも不信と失望を招いてきた。同盟国の防衛費増額に関するトランプ氏の要求や、ドイツ
などがロシアとの間で進める「ノルドストリーム 2」（海底パイプラインでロシアの天然ガ
スを輸入する計画）への反対は、内容的には正論であろう。だが、独善的な印象が先行し
たこともあって、欧州の共感を得られず、G7サミットは、メルケル独首相らとの口論風景
が年中行事化した印象がある。

2019年 11月、ホルムズ海峡の安全確保を目的とした米国主導の「海洋安全保障構想」（セ
ンティネル作戦）がスタートした際も、米国以外で参加したのは英、豪、サウジなど 6か
国にとどまり、イランとの関係に配慮した仏、独、日本は参加を見送った。また、中国経
済の構造改革を求めて挑んだ貿易戦争でも、米国に同調する国は皆無だった。5Gをめぐる
情勢も同様で、2020年 2月、米国はミュンヘン安全保障会議にポンペオ国務長官とエスパー
国防長官を送り込んで「華為技術」の製品排除を訴えたが、欧州の足並みはそろわず、対
中包囲網を築けなかった 22。また 3月には、新型ウイルス問題で英国を除く欧州諸国から
の入国禁止措置で 、欧州との距離を広げた。

5．おわりに――日米同盟をどう生かすか
トランプ政権が掲げる道義的現実主義の諸原則は、共和党保守の伝統的な主流派型路線
と大きな違いはない。主流派型の主たる源泉をたどれば、1980年代のレーガン大統領が掲
げた「力による平和」（Peace through Strength）外交に行き着く。レーガンはソ連の拡張主
義と闘う道義的基盤に「自由、民主主義、人権、法の支配、自由競争」などの価値を据え
て冷戦外交を推進した。これらはアメリカの価値であると同時に、国際社会の普遍的価値
でもあることは言うまでもない。だからこそ、欧州や日本を含む同盟・パートナー諸国が
こぞって同調、支持、共感を寄せ、艱難辛苦を超えて西側を一致団結させる絆となったの
である。これらの価値と道義こそ、米国を「盟主」とする国際協調と平和秩序を支えた大
黒柱といってよい。
同じ「力による平和」を掲げるトランプ大統領とレーガンとの決定的違いは、こうした
価値、道義、理念といった基盤がトランプ氏には見あたらないことだろう。この欠落が本
人の資質に起因するものなのか、21世紀に一変した時代環境のせいか、米国の相対的な力
の衰えによるのか、あるいはそれら全ての複合的結果であるのかはわからない。だが、米
外交を迷走させ、外部の目に予測不能や気まぐれと映る言動が同盟諸国を困惑させる理由
を探っていくと、レーガンにあってトランプにない「価値と道義観」に行き当たることが
多いのは事実であろう。
そうした情勢下でも、日本政府がトランプ政権と一貫して緊密な共助的関係を涵養し、
維持してきていることは、世界的に見ても稀有な成功である。中国に向き合う上で日米が
掲げる「自由で開かれたインド・太平洋（FOIP）構想」も、もとは 2016年に安倍晋三政
権が提示した。今は豪州、インド、東南アジアに加え、英仏など欧州にも同調と共感の輪
を拡げつつある。もちろん、気まぐれや欠落の穴埋めに走る政権スタッフや同盟国の苦悩
は想像に絶するし、日本だけでできることでは到底ない。しかし、「世界の中の日米同盟」
を掲げる日本には、米国と世界の協調を回復するために一層活躍できることが多々ありそ
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うだ。これまでもそうであったように、今後もその道は予想以上に多く開かれていると考
えたい。
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